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さくら市大規模友活イベント業務委託プロポーザル実施要領

１ 業務概要

（１）件名

さくら市大規模友活イベント業務委託

（２）発注者

さくら市

（３）業務内容

｢さくら市大規模友活イベント業務委託仕様書｣（以下「仕様書」という。）のとおり

（４）履行期間

契約締結の日の翌日から令和７年３月 21日まで

２ 予算概要

令和６年度 さくら市結婚支援事業 1,220,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）

※この金額は契約の予定価格を示すものではなく、予算の規模を示すものであるため、見積

額がこれを超えることのみをもって当該プロポーザルの選定から除外することはない。

３ 所管部署

さくら市総合政策部総合政策課政策推進室市民活躍推進係

担当：髙橋、元西

〒329-1392 栃木県さくら市氏家 2771

TEL：028-681-1113 / FAX：028-682-0360

Email：sogoseisaku@city.tochigi-sakura.lg.jp

４ 参加資格

プロポーザルに参加できる者は、単独企業又は共同企業とし、次に掲げる要件の全てを満た

すものとする。

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の 4に規定する者に該当しないこ

と。

（２）会社更生法（昭和 14 年法律第 154 号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所から

の更生手続開始決定がされていない者でないこと。

（３）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所から

の再生手続開始決定がされていない者でないこと。

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 2号

から第 6号までに該当する団体又は団体に属する者でないこと。

（５）国税及び地方税の滞納がないこと。

（６）日本国内において、令和６年 10月 31 日以前５年間に自ら婚活イベントを企画・運営した
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実績または業務委託により企画・運営を行った実績があること。

（７）栃木県内又は近接都県内（東京都・埼玉県・茨城県・群馬県）に本店又は入札及び契約に

係る権限を委任された営業所があること。

５ 実施スケジュール

本プロポーザルの実施スケジュールは次のとおりとする。

６ 参加表明の手続き等

本プロポーザルへの参加を希望する者は、次に掲げる書類を提出すること。

なお、提出書類の様式等は、市のホームページに掲載する。また、希望がある場合は、個別

にメール等で送付する。

〔さくら市ホームページ] https://www.city.tochigi-sakura.lg.jp/

（１）提出書類

ア 参加表明書（様式１）

イ 税務署で発行する法人税・消費税に未納が無いことを示す納税証明書（様式その３の

３）

ウ さくら市税務課で発行する全税目の完納証明書（さくら市に納税義務を有する者に限

る。）

エ 商業の登記事項証明書又は商業登記簿謄本

オ 業務実績書（様式２）

令和６年 10 月 31 日以前５年間で、自ら婚活イベントを企画・運営した実績又は業務

委託により企画・運営を行った実績を記載すること。

※イベントの実施場所や参加者数など、概要の分かる資料（主催実績の場合）、業務

委託に係る契約書の写し（業務委託実績の場合）、を添付すること。

（２）提出期間

令和６年 12 月２日(月)から令和６年 12月 13 日(金) 午後５時まで

※郵送の場合は提出期限当日必着のこと。提出期間を過ぎた書類の受理は一切行わない。

（３）提出方法

持参または郵送（簡易書留郵便に限る。）

項 目 期 間 等

1 参加表明書受付 令和６年 12月２日(月) ～ 令和６年 12月 13 日(金)

2 質問書受付 令和６年 12月２日(月) ～ 令和６年 12月 11 日(水)

3 質問回答 令和６年 12月 16 日(月) まで

4 企画提案書等提出 令和６年 12月 18 日(水) ～ 令和７年１月６日(月)

5 プレゼンテーション審査 令和７年１月９日(木)

6 本審査結果通知 令和７年１月 16日(木) まで

7 契約締結 令和７年１月下旬
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（４）提出先

総合政策部 総合政策課 政策推進室 市民活躍推進係（前記３参照）

７ 質問及び回答

本プロポーザルに関する質問は、次の方法で提出すること。

（１）提出書類

質問書（様式３）

（２）提出期間

令和６年 12 月２日(月)から令和６年 12月 11 日(水) 午後５時まで

（３）提出方法

質問箇所及び内容を分かりやすく記載し、電子メールにより提出すること。なお、他の方

法による質問書は受け付けない。

（４）提出先

総合政策部 総合政策課 政策推進室 市民活躍推進係（前記３参照）

（５）質問書の回答

質問に対する回答は、令和６年 12 月 16 日(月)までに本市ホームページへの公開により行

う。

８ 辞退届の提出

参加表明後、本プロポーザルへの参加を辞退する者は、辞退届を次の方法で提出すること。

なお、この場合でもその他の事業において不利益を被ることはないものとする。

（１）提出書類

辞退届（様式４）

（２）提出期限

令和７年１月６日(月) 午後５時まで

（３）提出方法

持参または郵送（簡易書留郵便に限る。）

（４）提出先

総合政策部 総合政策課 政策推進室 市民活躍推進係（前記３参照）

９ 企画提案書等の提出

本プロポーザルに関する企画提案書等は、次の方法で提出すること。

（１）提出書類

① 企画提案書表紙（様式５）

代表者印押印の上、企画提案書の鑑として提出すること。

② 会社概要（様式６）
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提案者の事業内容について記載すること。なお、認証取得については、証明できる書面

の写しを添付すること。

③ 業務実績書（様式２）

６－オで提出したものを、添付書類も含めて再度提出すること。

④ 業務実施体制（様式７）

業務の実施体制、分担業務の内容について記入すること。

⑤ 企画提案書（任意様式）

企画提案書は、仕様書の目的・業務内容を踏まえ作成すること。なお、本プロポーザル

において最適な委託業者を選定するために必要な提案を求めるものであり、具体的な数値

や根拠等を求めるものではない。

企画提案書の作成は、A4 縦版(ページ制限なし)、横書き、両面、文字サイズ 10.5 ポイ

ント以上(図、表、画像を除く)、及び左右に 20mm 以上の余白を設定すること。なお、A4

サイズに収まらない場合は、A3サイズまで可能とし、横折込とすること。

⑥ 見積書（様式８）

積算内訳を詳細に記載すること。（〇〇一式といった表記は認めない）

（２）提出期間

令和６年 12 月 18 日(水)から令和７年１月６日(月) 午後５時まで

※郵送の場合は提出期限当日必着のこと。提出期間を過ぎた書類の受理は一切行わない。

（３）提出方法

持参または郵送（簡易書留郵便に限る。）

（４）提出先

総合政策部 総合政策課 政策推進室 市民活躍推進係（前記３参照）

（５）提出部数

提出書類①～⑥の順序で製本し、インデックスを付け、簡易な A4 ファイルで提出するこ

と。

・正本 1部（代表者印押印のもの）

・副本 10 部（正本の写し）

10 審査方法等

（１）委託候補者審査委員会の設置

業務の履行に最も適した契約の相手方となる候補者を、厳正かつ公正に決定するため、本プ

ロポーザルの実施にあたり、委託候補者の審査委員会を設置する。

（２）審査、審査項目及び審査の視点

本プロポーザルの審査は、プレゼンテーション審査により審査委員会の各委員が評価を行う

ものとする。また、審査項目及び審査の視点については、審査基準（別紙）のとおりとする。

なお、配点については非公表とする。

（３）プレゼンテーション審査

① 各委員が付した評価点が総合計の６割に満たないものは、委託候補者として選定しない。
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※提案する事業者が１者の場合も同様

② 審査として、企画提案プレゼンテーションの評価を行い、最も高い評価点を付した委員

の数が一番多い事業者を委託候補者として選定する。

③ ②の事業者が複数であった場合は、評価点の合計点数の高い事業者を委託候補者として

選定する。

④ ③の評価点が同点の事業者が複数であった場合は、くじ引きで決定する。

11 プレゼンテーション審査の実施

提案者は、次のとおりプレゼンテーションを行うものとする。

（１）日時

令和７年１月９日(木)

（２）場所

さくら市役所第二庁舎第１会議室

［住所］ 栃木県さくら市氏家 2771 番地

（３）開始時間

後日通知する。なお、順序は企画提案書提出順とする。

（４）所要時間

・準備 10 分

・企画提案プレゼンテーション 20 分

・企画提案ヒアリング 10 分

（５）内容

・企画提案書の説明

（６）参加人数

３名までとする。

（７）使用機器

PC は参加者が持参し、プロジェクター、スクリーンは本市において準備する。

12 契約手続

仕様書及び委託候補者の企画提案書等の記載事項を基本に協議の上、さくら市財務規則に基

づき契約を締結する。

企画提案書等に記載され、選定で評価した項目については、原則として契約時の仕様に反映

するものとする。ただし、本業務の目的達成のため、必要な範囲において、委託候補者との協

議により締結段階で項目を追加、変更及び削除することがある。また、これにより委託料上限

額を超えない範囲で、契約内容及び契約額等の調整を行うことがある。

なお、辞退その他の理由で契約ができない場合は、次順位者と契約の交渉を行う。

13 委託料の支払

委託料の支払いについては、完了（一部完了）検査終了後、適法な請求書を受理してから30
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日以内に行うものとする。

14 失格となる提案者

提案者が、次に該当する場合は失格とすることがある。

（１）企画提案書等が提出期限までに提出されなかった場合

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合

（３）選考の公平性を害する行為があった場合

（４）前各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為等、審査委員長が失格

であると認めた場合

15 その他留意事項

（１）本プロポーザルに係る経費はすべて提案者の負担とする。

（２）提出書類の著作権は、提案者に帰属する。ただし、本市は、本業務に係る範囲において公

表する場合その他必要と認める場合には、提出書類の内容を無償で使用できる。

（３）提出された書類は、返却しないものとする。

（４）提出書類の提出後の修正又は変更は、一切認めない。

（５）提出書類等に記載された個人情報は、本業務の委託候補者の選定のみに使用し、その他の

目的には一切使用しない。

（６）本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、さくら市情報公開条例に基づき提出

書類を公開することがある。

（７）審査に対する審査請求はできないものとする。


